第２編　風水害・事故災害対策編　
第１章　災害予防計画

第１節　防災組織整備計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害対策の総合的かつ円滑な実施を図るため、防災会議等の災害対策上重要な組織を整備して、防災関係機関相互の連携を強化するとともに、自主防災組織及び関係する公共的団体の協力体制の整備を促進し、防災組織の万全を期するものとする。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災関係機関
１　現況
各関係機関において災害対策を実施する組織が編成及び整備されているところであるが、今後、さらに充実強化させていく必要がある。
また、地震などの広域化する傾向のある現在の災害に的確に対応していくため、各関係機関相互の協力体制、補完体制の構築についても、さらに進めていくものとする。
２　防災に関する組織
（１）町防災会議
町に、皆野町防災会議を置く（災対法第16条）。
防災会議の組織及び運営については、関係法令、皆野町防災会議条例（昭和38年条例第７号）及び防災会議の権限に属する事項のうち会長が専決処理できる事項の定めるところによるものとし、その任務及び組織については、次のとおりとする。
ア　町防災計画を作成すること。
イ　関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めること。
（２）町
町の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、防災の推進を図るため必要があると認めるときは、町長は、町防災計画の定めるところにより、町本部を設置する（災対法第23条の２）。
本部の組織と運営については、関係機関及び職員に周知するとともに、常に、検討、見直し、検証を図る。また、業務継続計画（ＢＣＰ）を策定し、発災時は計画に基づき、限られた人的・物的資源を基に、中断することができない通常業務や災害応急対策業務などの非常時優先業務を最優先に実施する。
３　防災関係機関の組織の整備
町の地域を管轄し、又は町の地域内にある防災関係機関は、防災業務計画及び防災計画等の円滑な実施を図るため、それぞれの組織を整備するとともに、他の防災関係機関が必要とする協議会、連絡会議等の組織の整備に協力するものとする。
４　防災関係機関相互の連携
町の地域を管轄し、又は町の地域内にある防災関係機関は、防災に関する所掌事務又は業務については、災害対策の総合性を発揮するため、相互に連絡協調して、円滑な組織の整備運営がなし得るようにするものとする。
５　応援協力体制
（１）市町村間の相互応援体制の整備
ア　全体計画
町長は、町の地域に係る災害について適切な応急措置を実施するため、大規模災害時の応援要請を想定し、災対法第67条の規定等による応援要求に関し、県内外の市町村との間で、あらかじめ相互に応援協定を締結しておく。
町は、災害時の応援要請手続きの円滑化のためのマニュアルの整備を行うとともに、平時から、協定を締結した市町村との間で、訓練、情報交換等を実施しておく。
イ　現況及び短期計画
町は、「災害時における埼玉県内市町村間の相互応援に関する基本協定」に基づき、県内市町村との相互応援を推進するとともに、遠隔地の市町村との相互応援協定の締結に努める。
（２）専門的技術職員による相互応援体制の整備
町は、他の公共団体における専門技術及び知識を有する職員を受け入れるために、県と連携し、あらかじめ受入体制を整備する。
（３）国の応援受入体制の整備
町は、国の応援受入れに際して、災害時に協力体制が十分発揮できるよう以下の体制を整備するよう努める。

ア　情報伝達ルートの多重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化

イ　応援部隊が被災地で活動するための活動拠点の選定
第２　公共的団体等との協力体制の確立
町は、公共的団体の防災に関する組織の充実を図るよう指導し、相互の連絡を密にし、災害時に協力体制が十分発揮できるよう体制の整備を図る。これらの団体の協力業務として考えられるものは、以下のとおりである。
１　異常現象、危険な場所等を発見したときに、関係機関に連絡すること。
２　災害時における広報等に協力すること。
３　出火の防止及び初期消火に協力すること。
４　避難誘導及び避難所内での救助に協力すること。
５　被災者の救助業務に協力すること。
６　炊出し及び救助物資の調達配分に協力すること。
７　被害状況の調査に協力すること。
町は、それぞれの所掌事務に関する公共的団体とあらかじめ協議しておき、災害時における協力業務及び協力の方法等を明らかにしておき、災害時において積極的な協力が得られるようにしておく。
第３　消防体制の整備

町、秩父消防本部及び皆野町消防団は、大規模・特殊災害に対応するため、消防組織体制の確立と施設・設備の充実強化及び消防力の充実・強化を図る。
１　消防資機材の整備

　　　秩父消防本部及び皆野町消防団は、災害対策に有効な消防資機材又は必要な消防資機材の充実を図る。

　　　町は、県と連携し、大規模・特殊災害に対応するため、高度な技術・資機材を備えた消防隊の整備を推進するとともに、先端技術による高度な技術の開発に努める。

　２　消防水利等の整備

　　　町は、今後、火災の延焼拡大の危険が高い地域や消防活動が困難な地域、避難所周辺等を中心に、耐震性貯水槽や耐震性のある消防水槽の整備等に努める。

　３　消防団の充実・強化

町は、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律の規定に基づき、消防団の充実強化を図ることとする。
（１）消防団と自主防災組織等が連携して行う訓練、研修の実施
（２）消防団員に対する教育訓練の実施
（３）消防団の活動拠点施設の整備
（４）女性消防団員の加入促進
（５）町民等に対する広報啓発活動による消防団への加入促進
（６）公務員の消防団員との兼職

４　消防団拠点施設の整備
　　災害から住民の生命、身体及び財産を保護するため、各地域における消防団拠点施設の確保に努める。
５　消防団の広域応援活動

　　大規模災害が発生した場合、本町消防団のみでは災害対応が困難なため、他の市町村の消防団による広域応援活動が可能となるよう、災害時における相互応援協定の締結を推進する。
第４　自主防災組織（自主防災会）の活動の充実・強化
１　趣旨
災害時に、被害の防止又は軽減を図るためには、行政や防災関係機関のみならず住民の自主的な防災活動による地域での助け合いが必要である。また、これらの防災活動は、住民が団結し組織的に行動することにより、より大きな効果が期待できる。
２　自主防災活動の充実・強化
大規模災害が発生した際に、被害の防止又は軽減を図るためには、防災機関による応急活動に先立ち、住民自らが被災者の救出救護や避難、出火防止、初期消火等を行うことが必要である。このため、自主防災組織等の育成、強化を図り、消防団等との連携を通じて地域コミュニティの防災体制の充実を図る。
また、研修の実施等による防災リーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境の整備等により、これらの組織の活性化を促す。併せて女性の参画の促進に努める。

（１）自主防災組織の活動内容
	平常時
	・要配慮者を含めた地域住民のコミュニティの醸成
・日頃の備え及び災害時の的確な行動等に関する防災知識の普及啓発

　(例　防災イベントの実施、各種資料の回覧・配布)
・情報収集・伝達、初期消火、避難及び救出・救護等の防災訓練の実施
・防災用資機材の購入・管理等

　資機材の例　初期消火資機材(軽可搬ポンプ、消火器)

　　　　　　　救助用資機材(ジャッキ、バール、のこぎり)

　　　　　　　救護用資機材(救急医療セット、リヤカー)

・地域の把握(例　危険個所の把握、要配慮者)

	発災時
	・初期消火の実施
・情報の収集・伝達の実施
・被災者等の安否確認・救助隊との協力・救出・救護の実施
・集団避難の実施(特に避難行動要支援者の安全確保に留意)
・避難所の運営協力活動の実施(炊き出し、給水、物資の配布、安否確認)


（２）活動の充実・強化
町は、自主防災組織の活性化を図るため、以下の順序で指導・育成を進めることとし、特に自主防災組織の活動において中心的役割を担う者を育成するよう努める。また、１組織に複数のリーダーを置くことを目指し、女性のリーダー育成にも努めることとする。
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（３）地区防災計画の策定
町は、自助・共助による地域の自発的な防災活動の促進やボトムアップ型の地域防災力の向上を図るため、町内の一定の地区内の住民及び当該地区に事業所を有する事業者（以下「地区居住者等」という。）に対して、地区防災計画の提案手続き等の周知を図る。

地区居住者等は、当該地区における防災力の向上を図るため、共同して、防災訓練の実施、物資等の備蓄、高齢者等の避難支援体制の構築等、自発的な防災活動の推進に関する計画を作成し、これを地区防災計画の素案として町防災会議に提案することができる。
町は、地区居住者等から提案を受け、必要があると認めるときは、町地域防災計画に地区防災計画を定めることとし、策定にあたっては、高齢者や障害者、女性、ボランティア団体等、多様な主体の参画の促進に努めるものとする。
第５　民間防火組織の整備
１　趣旨
地域社会においては、住民一人ひとりが常に防火防災に関心を持ち、日頃から出火防止、初期消火、避難、応急救護などの知識を身につけておくことが必要である。
そこで、防火防災意識の高揚と知識の普及を図るため、民間の防火組織として、地域に密着した幼年消防クラブ、少年消防クラブ、婦人防火クラブの組織づくりと育成強化を行っていく。
２　活動内容
これらの活動内容は、次のとおりである。
	幼年消防クラブ
	知識の習得、啓発活動

	少年消防クラブ
	知識の習得、啓発活動

	婦人防火クラブ
	知識の習得、啓発活動、初期消火・避難・救護等の防災活動


３　結成促進及び活性化
町は、防火組織の結成促進を図るとともに研修会の開催等により活動の活性化を図る。
第６　事業所等の防災組織の整備
１　趣旨
大規模な災害が発生した場合には、行政や住民のみならず、町内に立地する事業所等における組織的な初期対応が被害の拡大を防ぐ上で重要である。そのため、関係機関と連携し町内に立地する事業所等の防災組織の育成指導を図る。
２　防災組織の整備
（１）施設内の防災組織の育成及び防災教育の推進
町は、学校、病院及び観光関連施設等不特定多数の人が出入する施設に対し、防火管理者を主体に自主的な防災組織の育成と防災教育の推進を図る。
（２）危険物施設及び高圧ガス施設等の防災組織の育成
町は、危険物施設における予防規程及び防災組織の活動等に対し必要な助言を行い、自主的な防災組織の充実を促進する。

また、高圧ガスは、爆発性、可燃性、毒性及び支燃性等の特性をもっており、災害時には一般住民の援助は期待できず、また消防機関の活動にも限界がある。したがって、専門的知識を有する高圧ガス関係業界の指導を受け、防災訓練の実施等防災組織の充実を図る。
（３）事業所内の防災組織の育成
町は、各事業所が自衛消防隊等を中心として、特に中小企業等における自主防災体制の確立を支援するとともに、地元地域への貢献という意味からも事業所と協議の上、地域の自主防災組織として位置づけて連携を図る。
各事業所は、災害時の企業の果たす役割を十分認識し、災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するよう努める。
（４）関係機関への協力体制の確立
災害対策組織の末端における防災活動の円滑な実施を図るため、自主防災組織の整備を促進して、民間協力機構の充実を図る。このため、特に次に掲げる機関の協力体制の確立に努める。
ア　民生委員児童委員、日赤奉仕団及び行政区
イ　農林商工関係団体
ウ　ＰＴＡ、女性団体及びその他の住民団体
エ　その他の公共的団体
第７　ボランティア等の活動環境の整備
大規模な災害が発生した場合には、行政や防災関係機関のみで対応していくことには限界があるため、町は、ボランティア団体等の協力を得ながら、迅速かつ効果的な災害応急活動を行うことができるよう、日頃から町内のボランティア団体等との連携を積極的に推進し、社会福祉協議会等と協力してボランティア等の活動環境の整備を行う。
１　支援体制の確保
（１）活動拠点の設置
町は、発災後直ちにボランティアの拠点となる施設の提供を行う。
この施設において、ボランティア団体、ボランティアコーディネーター等が主体となり、ボランティアの受入れ、派遣ボランティアの種別、人数の振り分けなど被災地におけるボランティアのコーディネート業務を行う。また、町のみではボランティアが不足する場合は、県及び県ボランティアセンターにボランティアの派遣等を要請する。
（２）ボランティア活動の環境整備
町は、ボランティアの自主性を尊重しつつ、ボランティア関係機関等との間に非常用通信ネットワークを構築するなど、日頃からボランティア関係機関等とのネットワーク化を促進する。
（３）ボランティア受入体制の整備
町は、大規模災害が発生した場合には、直ちにボランティアの受入れができるよう体制を整備しておく。
２　登録ボランティア
町は、住民に対し、県の災害ボランティア登録制度の周知を図っていくとともに、登録への呼びかけを積極的に行う。
災害ボランティアの活動内容は、おおむね次のとおりである。
（１）一般作業：炊出し、清掃、救援物資の仕分け等
（２）特殊作業：アマチュア無線による連絡通信、緊急物資の運搬、救急救援、メンタルケア、介護、外国語通訳、手話等
（３）ボランティアコーディネート業務
第２節　防災教育計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・教育委員会事務局・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
防災業務に従事する職員の防災知識の向上及び技能の習得を図るとともに、住民に対し、自主防災思想のかん養、防災知識の向上、避難その他の防災措置の習得等を図るため次のとおり防災教育を行う。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災に従事する職員に対する防災教育
１　町職員
災害発生時に計画及び対策の実行主体となる町職員については防災に関する豊富な知識と適切な判断力が要求される。このため以下に示すような防災教育を行う。
（１）職員初動マニュアルの配布

発生時の参集、初動体制、自己の配置と任務及び災害の知識等を簡潔に示した職員初動マニュアルを配布し、周知を図る。
ア　自主参集
イ　職員の初動体制
ウ　危機情報の収集・連絡
エ　危機情報の連絡系統
オ　危機情報のチェックリスト
カ　その他必要な事項
（２）現地訓練の実施
地域における対策要員に対し、応急活動を想定した現地での訓練を実施する。
（３）研修会及び講演会等
学識経験者、防災関係機関の担当者等を講師又は指導者として、研修会及び講演会等を実施する。
（４）防災機器操作の習熟
防災情報の収集機器及び浄水器等、災害活動に必要な機器の基本的操作の習熟や救命のための研修を実施する。
２　消防
消防団員に対し、消防の本質と消防責務を正しく認識させるとともに、人格の向上、学術技能の修得、体力の錬成を図り、もって公正明朗、かつ、能率的に職務を遂行し得るよう教育する。
３　水防
水防業務に従事する団員に対して、水防法令、水防計画及び実務に対する講習会、研究会等の実施又はその指導を行う。
４　防災研修会等の実施
災害発生の予知、気象、災害防止、被害の軽減及び災害復旧その他に関する調査研究等に基づく講習会の開催及び災害関係法令等に対する研修会の実施、防災手引を配布して防災教育の向上に努める。
第２　住民等に対する防災教育
１　学校教育
学校における防災教育は安全教育の一環としてホームルームや学校行事を中心に、教育活動の全体を通じて行う。特に避難、発災時の危険及び安全な行動の仕方について、児童生徒の発達段階に即した指導を行う。
（１）　学校行事としての防災教育
防災意識の全校的な高揚を図るため、避難訓練を行う。
また、防災専門家や災害体験者の講演、地震体験車等による地震擬似体験、ＡＥＤ研修等のほか、防災教育拠点（県防災学習センター等）や地域の防災訓練での体験学習を実施する。
（２）　教科目による防災教育
社会科や理科の一環として、地震災害の発生の仕組み、現在の防災対策、災害時の正しい行動及び災害時の危険等についてビデオ教材等を活用した教育を行う。
また、地域における防災施設や設備の見学・調査などを通じて、身の回りの環境を災害の観点から見直すことにより、防災を身近な問題として認識させる。
（３）　教職員に対する防災研修
災害時の教職員のとるべき行動とその意義、児童生徒に対する指導要領、負傷者の応急手当の要領、火災発生時の初期消火要領、被災した児童生徒の心のケア及び災害時に特に留意する事項等に関する研修を行い、その内容の周知徹底を図る。
２　社会教育
関係機関、団体等と連携して、職場、一般家庭にある社会人を対象として、随時適当な機会を通じて、講演会、講習会、実演等により防災知識の向上を図る。
３　事業所等における防災教育
事業所や病院、社会福祉施設等の防災上重要な施設の防災担当者は、社会的な位置づけを十分認識し、従業者に対して防災研修や防災教育を積極的に実施していくことが必要である。
町及び秩父消防本部は、防火管理者講習会や危険物取扱者保安講習会等を通じて、これら事業所等の従業員に対する防災教育を推進するものとする。
第３節　防災知識普及計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・教育委員会事務局・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住民に広く防災知識を普及して、防災に対する関心を深めるとともに、防災思想の高揚を図り、地域防災体制の充実・強化を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災知識の普及内容
１　災害の種別、特性、一般的知識
２　災対法及び関連法の主旨
３　災害時における心得
４　防災計画の概要
５　被害報告及び避難方法
６　過去の災害の状況（災害教訓の伝承）
７　災害復旧時の生活確保に関する知識
第２　防災知識の普及方法
１　各種行事による防災知識の普及
「防災の日」、「防災週間」、「防災とボランティアの日」、「防災とボランティア週間」などに、講演、映画、講習等の行事を通じて一般住民に広く普及を図る。
２　広報紙、町ホームページ、啓発パンフレット等による普及
町広報紙、防火協会だより、町ホームページ等に随時防災知識に関する事項を掲載するとともに、防災ハザードマップ等の作成・配布等により防災知識の普及を図る。
３　講演会・座談会の開催
防災に関する講演会及び座談会を適宜必要と認めるときに開催し、防災知識及び防災思想の普及に努める。
４　防災訓練による広報
防災訓練を通じて住民に対して避難その他防災に関する知識の普及を図る。
５　防災教育拠点等の活用
　　　常設の防災教育拠点である埼玉県防災学習センター等の防災教育拠点を活用し、防災知識等の普及を図る。
第４節　防災訓練計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
防災業務に従事する職員の防災実務の習熟と実戦的能力のかん養に努めるとともに、関係機関の連携と防災体制の整備を強化し、併せて防災思想の普及向上を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　実施目標
防災訓練の目的は、防災関係機関の災害発生時の応急対策に関する検証・確認と住民の防災意識の高揚であり、具体的な実施目標を以下のとおりとする。
１　防災訓練を通じて、防災関係機関の組織体制の機能確認等を実施し、実効性について検証するとともに、防災関係機関相互の協力の円滑化（顔の見える関係）に寄与すること。
２　防災訓練の実施に当たっては、防災計画等の脆弱性や課題の発見に重点を置き、防災計画等の継続的な改善に寄与すること。
３　住民一人ひとりが、日常及び災害発生時において「自らが何をするべきか」を考え、災害に対して十分な準備を講じることができることとなるよう、住民の防災に関する意識の高揚と知識の向上を図る機会とすること。
４　防災訓練の実施に当たっては、学校、自主防災組織、民間企業、ボランティア団体、要配慮者を含む地域住民など多様な主体による実践的な訓練を行い、自助、共助体制の確立に資すること。
５　防災訓練の実施に当たっては、高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、外国人等の要配慮者に十分配慮して行い、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めること。
また、災害時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めること。
６　防災訓練の実施に当たっては、実際の災害を想定したうえで、それぞれが行うべき動きに即した計画とし、訓練運営上、やむを得ずに実際の災害時の行動と異なることを行う場合には、参加者、見学者に対して差異を明確に表示するなど、実災害時の住民の適正な行動を阻害しないように十分留意すること。
第２　町が実施する訓練
　町は、単独もしくは県及び防災関係機関等と連携し、以下の防災訓練を実施する。
１　災害情報収集伝達訓練
（１）災害情報の収集伝達機器を最良の状態に保つために実施する。
（２）訓練の種類
ア　災害情報収集伝達訓練
イ　通信連絡訓練
ウ　非常通信訓練
（３）実施の方法
ア　災害情報の収集伝達機器を、日常の業務で活用し、点検と性能の維持を図る。
イ　気象の予報・警報、重大事故等を通知及び連絡する。
ウ　被害の状況及び処置を報告及び連絡する。
　２　消防訓練

　（１）消防組織法第４条第２項第15号の規定に基づき、町消防計画により実施する。

　（２）訓練の種類

　　　ア　基礎訓練

　　　イ　火災防御訓練

　　　ウ　水災防御訓練
　　　エ　救助救急訓練

　　　オ　総合防災訓練
３　避難訓練
（１）災対法第47条に定める災害予防責任者及び消防法（昭和23年法律第186号）第８条の規定に基づく防火管理者等が実施する。
（２）訓練の種類
ア　町が実施するもの
災害時における避難の勧告及び立退き等の円滑、迅速確実を期するため、関係機関、居住者、滞在者等の協力を得て実施する。
イ　防火管理者が実施するもの
学校、病院、工場、事業所その他の防火対象物の防火管理者は、その定める消防計画に基づき実施する。
ウ　児童、生徒の避難訓練等
学校等の施設管理者は、児童、生徒の身体及び生命の安全を期するため、あらかじめ各種の想定のもとに避難訓練を実施し、非常災害に対し、臨機応変の処置がとれるよう常にその指導に努める。
エ　避難行動要支援者等の訓練
住民、団体、企業等が行う避難行動要支援者避難誘導、災害時の帰宅訓練等の自発的訓練に対し資料や情報の必要な支援を行う。
第３　事業所、自主防災組織等が実施する訓練

　　町は、事業所や自主防災組織が実施する防災訓練等について、必要に応じて、訓練の支援を行う。

　　自主防災組織は、町及び消防機関が行う訓練に積極的に参加し、又はこれらの機関の指導・協力のもとに災害図上訓練（ＤＩＧ）や避難所開設・運営訓練(ＨＵＧ)などを実施する。
第４　訓練の検証
１　訓練は、実災害を想定して計画を立て、災害の流れに合わせ実施し、評価及び検証を行う。
２　評価及び検証の方法
ア　訓練後の意見交換会
イ　アンケートによる回答
ウ　訓練の打合わせでの検討
３　検証の効果
ア　評価や課題を整理し、町防災計画の見直し資料とする。
イ　町の防災訓練に対する助言や参考資料とする。
ウ　次期の訓練計画に反映する。
第５節　防災活動拠点計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害発生時に、迅速かつ適切な応急対策を行うため、町本部を設置する庁舎の耐震性の向上及び防災対策上の中枢機能を高めるとともに、被災地域に対する広域的な救援活動を行う防災活動拠点を適切に整備する。
また、各防災活動拠点の機能が有効に発揮できるよう、これらの拠点施設間の連携を強化し、そのネットワーク化を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災活動拠点の機能の拡大
現在、役場本庁舎内に備蓄を進めるなど、既存の施設を災害時に活用できるよう機能の拡大を図っているところであるが、今後も引き続き、役場本庁舎をはじめとした防災活動拠点の機能拡大を推進する。
第２　災害対応に必要な電源等の確保
　　大規模災害による長期停電に備え、役場本庁舎等における災害対策活動を継続するため、必要な電源・燃料を多重化する。

第３　コンピューターシステムやデータのバックアップ対策
　　保有する各種情報システムについて、災害時における継続稼働や重要データのバックアップ対策を図る。

第４　緊急輸送ネットワークの整備
１　緊急輸送道路の指定
町は、町内における効率的な緊急輸送を行うため、災害危険度や地域の現況等に基づいて、あらかじめ県、隣接市町村、関係機関、関連企業と協議の上、町内の次に示す防災活動拠点及び緊急輸送拠点を結ぶ道路を選定し、緊急輸送道路として指定する。
（１）町庁舎
（２）町公共施設
（３）町内の関係機関施設
（４）防災活動拠点
（５）避難所、避難場所
（６）町内の輸送拠点、備蓄倉庫
（７）臨時ヘリポート
２　緊急輸送道路等の整備
緊急輸送道路に指定された施設の管理者は、地域防災計画や防災業務計画等の各々の計画で、緊急輸送道路の耐震強化を示し、その計画に基づき耐震性の向上などを図っていくものとする。
その際、発災後に応急復旧作業の協力が得られるよう、あらかじめ応援体制を整備しておく。
町は、指定された緊急輸送道路の沿線地域の不燃化、耐震化を促進し、地震による倒壊建築物や瓦礫等の障害物の発生を少なくするとともに、無電柱化を促進し、電柱の倒壊や電線の垂れ下がりなどによる二次災害の防止に努める。
また、緊急輸送道路内の応急対策上重要な箇所や大きな被害の発生する可能性のある箇所について調査検討を行う。
第５　防災資機材等の整備
町及び防災関係機関は、二次災害の防止及び応急復旧に、迅速に対応するため、必要な人材、装備・資機材等の確保、整備を行う。

１　資機材等の備蓄及び技術者等の把握

町は、装備・資機材等の充実を図るとともに、防災用資機材の生産、販売の企業、団体と協議し、その協力を得るとともに、防災用資機材の調達や災害時の技術者派遣等に関する契約及び協定を締結するなど、資機材・技術者等の確保体制の整備を行う。

２　資機材等の点検

町及び防災関係機関は、備蓄、保有する装備・資機材の随時点検並びに補充交換を行う。

第６節　災害情報体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
町が迅速かつ的確に防災対策を実施するためには、これらの災害情報を迅速かつ的確に収集・伝達・処理するソフト、ハード両面の仕組みづくりが必要である。
そのため、町は、最近の情報通信技術の進展等の成果及び過去の災害時の教訓等を踏まえ、各種情報システム及び情報通信施設をはじめとした情報収集・伝達体制を整備する。また、災害指揮情報のＩＴ化を推進し、災害時に効果を上げる総合的な防災情報システムを構築する。なお、災害情報体制の整備に当たっては、以下の点に留意する。
－留意点－
１　最新の情報通信技術の成果を踏まえる

近年の情報通信技術の進展に伴い、各種の先端技術を防災情報システムに適用することが可能となりつつあり、こうした成果を踏まえ整備する。
２　災害ごとの特性、地域特性及び時間特性を踏まえる
様々な災害の種類、地域特性及び時間特性により必要となる災害情報の種類や収集伝達に関するポイントが異なってくる。夜間に災害が発生した場合や、大規模事故等被害が一部の地域に限られた場合でも迅速かつ的確な災害情報の収集伝達が可能な体制を整備する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　情報通信設備の安全対策
災害時に防災情報システムが十分機能し活用できる状態に保つため、町は、以下のような安全対策を講じる。
１　非常用電源の確保
停電や、屋外での活動に備え、無停電電源装置、断水時にも機能する自家発電設備、バッテリー、及び可搬型電源装置等を確保する。また、これらの定期的なメンテナンスを実施する。
２　地震に対する備え
各種機器には転倒防止装置を整備する。
３　システムのバックアップ
防災無線システムを、地上系と衛星系で２重化し、また、バックアップシステムを別の場所に設置するよう努める。特に、町庁舎が損壊しても情報通信機能が保持できるようバックアップ体制の整備に努める。
第２　情報収集伝達体制の整備
１　情報収集体制の整備
町は、当該地域や施設に関する狭域的な被害状況等を把握するため、次のような情報収集システムを整備することに努める。
（１）屋上テレビカメラによる状況把握システム
（２）自主防災組織及び自衛消防隊等からの通報システム
（３）既存の災害情報システム（テレメータシステム等）とのオンラインリンクシステム
（４）町防災行政無線システム
（５）アマチュア無線及びタクシー無線等の情報システム
（６）かけつけ通報等
　　　また、被害に関する情報を迅速かつ正確に把握するため、災害情報の統括責任者を選任し、災害情報の収集、報告に当たるものとする。
２　情報伝達体制の整備
町は、避難所、出先機関、防災対策拠点、地域住民及び事業所等に対し被害情報等の災害情報を迅速に伝達するための体制を整備する。その際、防災行政無線、アマチュア無線、タクシー無線、広報車、テレビ（ＣＡＴＶシステム、データ放送を含む）、ラジオ（コミュニティＦＭ放送、FM文字多重放送を含む）、町ホームページ、登録制メール、緊急速報メール、デジタルサイネージ、ＳＮＳ（ツイッター、ツイッターアラート、フェイスブック）、道路情報表示板等を有効的に活用する。
３　短期計画
（１）町防災行政無線の保守点検・消防救急無線等の強化
整備された防災行政無線の保守点検を万全に行うとともに、消防救急無線の整備推進を図る。
（２）情報機器の整備点検及び情報伝達訓練の実施
災害発生時に支障の生じないよう、情報通信機器の整備点検に努めるとともに、情報伝達訓練を定期的に実施する。
第３　情報処理分析体制の整備
１　災害情報の種類
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２　災害情報データベースの整備
町は、日頃から災害に関する情報を収集蓄積するとともに災害時に活用できるような災害情報データベースを整備する。
災害情報データベースシステムは、地理情報システム（ＧＩＳ）として整備し、地形、地質、災害履歴、建築物、道路、鉄道、ライフライン、避難所、防災施設等のデータを保有する。
３　災害情報シミュレーションシステムの整備
町は、上記のデータベースを活用した被害の想定、延焼、避難、救助救急、復旧及び意思決定等を支援するシミュレーションシステムを整備する。
　４　人材の育成

　　　町は、収集した情報を的確に分析・整理するため、人材の育成を図る。
第７節　避難予防対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・健康福祉課・教育委員会事務局・警察・消防・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害による家屋の倒壊、焼失、ライフラインの途絶等の被害を被った被災者及び延焼拡大や崖崩れ等の危険性の迫った地域の住民の迅速かつ安全な避難を実施するため、避難体制の整備・強化を図るとともに、避難者が利用することとなる避難所の生活環境の整備を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　避難計画の策定
１　避難計画の策定
（１）町は、避難計画を作成するとともに、行政区等を通じて、避難組織の確立に努める。なお、避難計画の策定にあたっては、風水害等の予測可能な災害と地震等の突発的な災害では、避難誘導の方法、避難所の運営及び対象者の行動に違いがあることなどを踏まえ、それぞれの状況に応じた計画を作成するとともに、住民及び防災関係機関と事前に十分協議しておくものとする。
（２）避難計画で定める主な内容は、以下のとおりとする。
　　　ア　避難準備情報、避難勧告、避難指示の判断基準及び伝達方法

イ　指定避難所・指定避難場所の名称、所在地、対象地区及び対象人口

ウ　指定避難所・指定避難場所への経路及び誘導方法

エ　避難所開設に伴う被災者救援措置に関する事項

オ　避難所の管理・運営に関する事項
２　防災上重要な施設の避難計画

病院、工場、危険物保有施設及びその他防災上重要な施設の管理者は、以下の事項に留意して避難計画を作成し、避難の万全を期するものとする。

（１）病院において患者を他の医療機関又は安全な場所へ集団的に避難させる場合において、収容施設の確保、移送の実施方法等

（２）高齢者、障害者及び児童施設等においては、それぞれの地域の特性等を考慮した上で避難の場所、経路、時期及び誘導並びに収容施設の確保、給食等の実施方法等

（３）駅等の不特定多数の人間が出入りする施設においては、それぞれの地域の特性や人間の行動、心理の特性を考慮した上で、避難所、経路、時期及び誘導並びに指示伝達の方法等

（４）工場、危険物保有施設においては、従業員、住民の安全確保のための避難方法、町、警察署、消防署との連携等

３　公立学校等の避難計画

公立学校等においては、多数の園児、児童及び生徒を混乱なく、安全に避難させ、身体及び生命の安全を確保するために、学校等の実態に即した適切な避難対策をたてるものとする。

（１）防災体制の確立
ア　災害が発生した場合に園児、児童及び生徒の生命の安全を確保するため防災計画を作成する。この計画作成に当たっては、公立小中学校管理規則に従って計画化される学校の防火及び警備の計画との関連を図る。

なお、学校等の立地条件及び施設・設備を点検し、自校（園）の弱点を知り、それに応じた防災計画を作成する。

イ　学校等においては、防災組織の充実強化を図る。その際、国、県及び町並びに防災機関の防災組織との連携を図り、二次災害の発生に対しても、その機能を十分発揮できる防災組織とする。

ウ　学校等における管理は、人的側面及び物的側面から、その本来の機能を十分に発揮し適切に実施する。

エ　災害での二次災害を防止するため防火管理に万全を期する。

（ア）日常点検の実施

職員室、理科室、家庭科室等火気使用場所及び器具を点検する。なお、消火用水及び消火器等についても点検する。

（イ）定期点検の実施

消火器具、屋内消火栓設備、火災報知機設備、避難器具、避難誘導灯及び貯水槽等の器具並びに設備等については、精密に機能等をチェックする。

（２）避難誘導

学校等は、長時間にわたって多数の園児、児童及び生徒の生命を預かるため、常に安全の確保に努め、状況に即応し的確な判断のもとに統一のとれた行動がとれるようにする。避難誘導マニュアルを策定し、教職員はその運用に精通しておくとともに、日ごろ頃から避難訓練を実施し園児、児童、生徒に災害時の行動について周知しておく。

なお、消防署、警察署、行政区等と密接な連携のもとに安全の確認に努めるとともに、避難所等については、保護者に連絡し周知徹底を図る。
第２　指定緊急避難場所・避難路・指定避難所の選定と確保

１　指定緊急避難場所の指定
町は、地震、洪水、内水氾濫、がけ崩れ、土石流、地滑り、大規模火災などの災害が発生した際に、切迫した危険回避又は、住民の一時集合・待機場所として使用するため、地震時においては以下のすべての条件を満たし、地震時以外では以下の(１)及び(２)の条件を満たす指定緊急避難場所を指定し、必要に応じて見直すこととする。
（１）切迫した状況において、速やかに開設される管理体制を有していること。

（２）他の法律等により危険区域や更なる災害発生のおそれがない区域に立地していること。

（３）耐震基準を満たしており、安全な構造であること。
（４）地震の揺れに対し、危険を及ぼす建築物や工作物等がないこと。
２　広域避難場所の確保
町は、指定緊急避難場所のうち、火災の延焼による危険性が高い密集市街地の住民を対象に、大規模火災を避けるためのものを「広域避難場所（平成16年国土交通省告示第767号の広域避難地）」とし、次の基準を目安とし、あらかじめ選定・確保する。
（１）面積10ha以上とする。（面積10ha未満の公共空地でも、避難可能な空地を有する公共施設その他の施設の用に供する土地と一体となって面積10ha以上となるものを含む。）
（２）避難者1人当たりの必要面積は、おおむね２㎡以上とする。
（３）要避難地区のすべての住民を収容できるよう配慮する。
（４）木造建築物の割合は、総面積の２％未満であり、かつ散在していなければならない。
（５）大規模ながけ崩れや浸水などの危険のないところとする。
（６）純木造密集市街地から270ｍ以上、建ぺい率５％程度の疎開地では200ｍ以上、耐火建築物からは50ｍ以上離れているところとする。この距離が保有できない場合は、火災の延焼を防止するため、特別消防警戒区域として定め、延焼防止のための防御対策を計画しておく。
（７）次の事項を勘案して避難場所を区分けし、住民一人ひとりの避難すべき場所を明確にしておく。
ア　避難場所区分けの境界線は、地区単位を原則とするが、主要道路、鉄道及び河川等を横断して避難することを避けるため、これらを境界とすることもできる。
イ　避難場所区分けは、各地区の歩行負担及び危険負担がなるべく均等になるようにする。
ウ　避難人口は、夜間人口にもよるが、避難場所収容力に余裕をもたせる。
３　避難路の確保
町は、市街地状況に応じ、次の基準で避難路を選定し確保するよう努める。
（１）幅員15ｍ以上の道路又は幅員10ｍ以上の緑道とする。
（２）相互に交差しないものとする。
（３）避難路沿いには、火災・爆発等の危険の大きな工場がないよう配慮する。
（４）選定に当たっては、住民の理解と協力を得る。
（５）複数の道路を選定する等周辺地域の状況を勘案して行う。
また、指定緊急避難場所への避難路についても、上の基準に基づき避難路を選定し、日頃から住民への周知徹底に努めるものとする。
４　指定避難所の指定
町は、おおむね以下の指定基準により、あらかじめ指定避難所（避難生活に特別な配慮が必要な住民を収容する福祉避難所を含む。）を指定する。
（１）原則として、行政区又は学区を単位とする。
（２）原則として、耐震性・耐火構造の公共建物等（学校、公民館等）を指定する。
（３）建築非構造部材の耐震化（天井材や照明器具の落下防止、外壁（モルタル、ＡＬＣ板等）の剥離・落下防止、ガラスの飛散等の防止、既存の書架等の転倒防止等）対策が行われている。
（４）余震等による落下物（天井材、照明等）など、二次災害のおそれがない場所が確保できるもの。
（５）避難者等が長期滞在することも想定し、十分な面積を有する施設であること。
（６）発災後、被災者の受入れや物資等の配布が可能な施設であること。
（７）物資等の運搬に当たる車両の入・出庫が比較的容易な場所にあること。主要道路等との緊急搬出入アクセスが確保されていること。
（８）環境衛生上、問題のないこと。
５　指定避難所における生活環境の確保
（１）指定避難所に指定する建物は、耐震性を確保するとともに換気、照明、避難者のプライバシーの確保等避難生活が良好に保たれるよう配慮するものとする。
（２）指定避難所には、食料や仮設トイレ等の備蓄や通信設備・機器、テレビ、ラジオ等の必要な資機材、台帳等を整備する。
（３）指定避難所は、避難の長期化に応じた避難所環境の整備に努めるとともに、電源や燃料の多重化（非常用電源の配備、系統電源以外の電源確保、再生可能エネルギーの導入など）を含む停電対策を推進する。
ア　ＬＰガス、石油系など多様な燃料を使用する炊出用調理器具、空調設備、給湯入浴用施設の設置
イ　停電対応型空調機器の設置
ウ　ガスコージェネレーションの設置
エ　太陽光発電や蓄電池
オ　ソーラー付ＬＥＤ街灯　など
６　避難所運営計画の策定
町は、以下の点に留意し、避難所運営計画の見直しを行い、実効性の高い計画を策定する。
（１）避難所の開設手順（夜間、休日等を中心に）
（２）避難所単位での物資・資機材の備蓄
（３）避難所の管理・運営体制
（４）福祉避難所の設置
（５）災害対策本部との情報連絡体制
（６）避難長期化の場合の教育活動との共存及び教職員と市町村職員の役割分担
（７）被災者の自立支援
７　住民への周知
町は、指定緊急避難場所、指定避難所、避難経路等について、避難誘導標識等を整備し、外来者等に対しても場所がわかるよう配慮するとともに、あらかじめ、次のことについて住民への周知を図る。
（１）指定緊急避難場所や指定避難所の場所、避難経路
（２）命に危険が迫る緊急避難の場合は、携帯品を、貴重品、若干の食料、最低限の身の回り品等、避難に支障を来たさない最小限度のものにすること。
（３）夜間又は停電時の避難に備え、日頃から懐中電灯、非常灯などを準備すること。
（４）指定緊急避難場所が災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生

する恐れのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであること。

（５）避難勧告等が発令された場合の安全確保措置として、指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等が判断する場合に、近隣の緊急的な避難場所への移動又は屋内待避等を行うべきこと。
８　避難所管理・運営マニュアルの作成 

町は、災害時における避難所の迅速かつ円滑な管理・運営等を図るため、県が策定した「避難所の運営に関する指針」に基づき、住民、施設管理者、その他関係機関とともに、地域の実情に応じた適切なマニュアルを作成する。
第８節　物資及び資機材等の備蓄　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・健康福祉課・医療機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大規模な災害が発生した直後の住民の生活を確保するため、以下の点に留意し、食料、生活必需品、応急給水資機材及び防災用資機材等の備蓄並びに調達体制の整備を推進する。
－留意点－
１　想定される災害の種類と対応
備蓄品目及び数量の目標値は、被害が甚大となる災害を対象とする。
２　発災時の人口分布と対策の対応
公的備蓄数量の目標値は、夜間人口を対象として設定を行うものとし、昼間人口が大きい地域等の就業者に対しては、個々の企業における備蓄対策の推進を促していく。
３　既存施設の活用
備蓄拠点として既存の町有施設等を積極的に活用する。
４　要配慮者への配慮
食料、生活必需品等の備蓄並びに調達については、要配慮者に配慮した品目を補充していく。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　食料、飲料水、生活必需品の備蓄並びに調達体制の整備
１　食料の備蓄並びに調達体制の整備
（１）食料の備蓄
ア　基本事項
（ア）実施主体：町、県及び住民
（イ）対象者：避難住民及び災害救助従事者とする。
（ウ）目標数量：関東平野北西縁断層帯地震（破壊開始点北）」（１日後ピーク時避難人　　口126人に基づき、避難者用を町と県でそれぞれ1.5日分（合計３日分）以上、町または県の災害救助従事者用を３日分以上とする。
　　　　　　　　　　　なお、町民備蓄は最低３日間（奨励１週間）分を目標とする。

■備蓄目標量
	供給対象者
	町
	県
	住民

	避難住民　
災害救助従事者
	1.5日分　　　
３日分　
	1.5日分
３日分
	３日分
―――


（エ）備蓄品目：食料は、保存期間が長くかつ調理不要のものとし、避難住民の多様なニーズに対応するものとする。
	種別
	備蓄品目（例）

	主食品　
乳児食　

その他　
	アルファ米、缶入パン、レトルトがゆ、クラッカー　等
粉ミルク、離乳食　　等
ペットボトル水、缶詰、レトルト食品、カップ麺　等


イ　備蓄場所
町は、避難所に指定されている施設、防災倉庫等を備蓄場所として整備するとともに、町内各地区への交通利便性が高い地区に備蓄拠点を整備する。
ウ　食料の備蓄計画の策定
町は、食料の備蓄数量、品目、備蓄場所、輸送方法及びその他必要事項等、食料の備蓄計画を策定及び更新していく。
エ　食料の備蓄
町は、ウの食料の備蓄計画に基づき、避難住民及び災害救助従事者を対象とする食料の備蓄を行う。また、町は、住民に対しても各々１日分の居宅での備蓄を促進していく。

（２）食料の調達
ア　食料の調達計画の策定
町は、調達すべき食料の品目、調達先、輸送方法及びその他必要事項等、食料の調達計画を策定及び更新していく。
イ　食料の調達体制の整備
町は、アの食料の調達計画に基づき、生産者、農業協同組合、生活協同組合その他販売業者と十分協議し、その協力を得るとともに、業者と物資調達に関する契約及び協定を締結する。
（３）食料の輸送体制の整備
町は、食料の備蓄及び調達計画に基づき、生産者、販売業者及び輸送業者と十分に協議し、町が備蓄及び調達を行う食料の輸送に関して、業者と協定を締結する。
（４）食料集積地の指定
町は、集積地に関する計画において、輸送及び連絡に便利であって、かつ管理が容易な施設（建築物）のなかから集積地を定め、その所在地、経路等についてあらかじめ県に報告する。
（５）その他（短期計画）
ア　町は、備蓄食料の更新及び見直しを行う。その際、おかゆ、減塩食品等要配慮者向けの食料の備蓄について配慮する。
イ　町は、備蓄拠点として、施設の確保を推進する。

２　生活必需品の備蓄並びに調達体制の整備
（１）生活必需品の備蓄
ア　基本事項
（ア）実施主体：原則として町が行い、県はそれを補完していくものとする。
（イ）対象者：災害によって住家に被害を受け、日常的に欠くことのできない生活必需品を喪失又はき損し、しかも物資の販売機構の混乱により、資力の有無にかかわらず、生活必需品を直ちに入手することができない状態にある者。
（ウ）目標数量：「関東平野北西縁断層帯地震（破壊開始点北）」（１日後ピーク時避難人口126人に基づき、避難者用を町と県でそれぞれ1.5日分（合計３日分）以上とする。
　　　　　　　　　　　なお、町民備蓄は最低３日間（奨励１週間）分を目標とする。

（エ）備蓄品目：住民の基本的な生活を確保する上で必要な生活必需品の他、避難所生活に必要な物資とするとともに、要配慮者や女性に配慮したものとする。
	備蓄品目（例）

	・毛布、タオル　 ・下着、靴下　 ・簡易食器　 ・懐中電灯　 ・ラップフィルム

・おむつ（子供用、大人用）　　　・生理用品　 ・石鹸　　　 ・ウェットティッシュ

・使い捨てトイレ、簡易トイレ、仮設トイレ、マンホールトイレ、トイレ衛生用品

・更衣室用ボックス、避難所シート、簡易間仕切り


イ　生活必需品の備蓄計画の策定
町は、被害想定に基づく必要数量等を把握の上、生活必需品の備蓄数量、品目、備蓄場所、輸送方法並びにその他必要事項等、生活必需品の備蓄計画を策定及び更新していく。
ウ　生活必需品の備蓄
町は、イの生活必需品の備蓄計画に基づき、被災者のための生活必需品の備蓄を行う。
（２）生活必需品の調達
ア　生活必需品の調達計画の策定
町は、被災者想定に基づく必要数量等を把握の上、生活必需品の調達数量、品目、調達先、輸送方法並びにその他必要事項等、生活必需品の調達計画を策定及び更新していく。
イ　生活必需品の調達体制の整備
町は、アの生活必需品の調達計画に基づき、生産者及び販売業者と十分協議し、その協力を得るとともに、業者と物資調達に関する契約及び協定の締結、更新に努める。
（３）生活必需品の輸送体制の整備
町は、生活必需品の備蓄並びに調達計画に基づき、生産者及び販売業者及び輸送業者と十分に協議し、町が備蓄並びに調達を行う生活必需品の輸送に関して、業者と協定の締結に努める。
（４）その他（短期計画）
ア　生活必需品の備蓄物資の更新及び見直しを行う。
イ　備蓄拠点として、施設の確保を推進する。

３　応急給水資器機材の備蓄並びに調達体制の整備
（１）応急給水資機材の備蓄
ア　基本事項
（ア）実施主体：原則として町が行い、県はそれを補完していくものとする。
（イ）対象者：応急給水活動の対象者は、り災者及び災害によって上水道施設が被害を受け、上水道の給水が停止又は汚染し、現に飲料に適する水を得ることができない者及び緊急を要する病院等の医療機関。
（ウ）１日当たり目標水量：関東平野北西縁断層帯地震による最大断水人口（1,204人）を踏まえ、１日１人当たりの目標水量を以下のとおりとする。
	災害発生からの期間
	目標水量
	水量の根拠

	災害発生から３日
	３L/人・日
	生命維持に最少必要な水量

	災害発生から10日
	20L/人・日
	炊事、洗面、トイレなど最低生活水準を維持するために必要な水量

	災害発生から21日
	100L/人・日
	通常の生活では不便であるが、生活可能な必要水量

	災害発生から28日
	250L/人・日
	ほぼ通常の生活に必要な水量


（エ）　備蓄品目、備蓄場所：資機材の備蓄品目は、概ね以下のとおりとする。

	備蓄品目（例）
	備蓄場所

	・給水タンク　　・ウォーターバルーン
・ポリ袋　　　　・その他
	・役場本庁舎　　・浄水施設


（２）応急給水資機材の備蓄並びに調達計画の策定
町は、断水世帯想定に基づく必要数量等を把握の上、給水拠点の整備及び応急給水資器材の備蓄数量、災害時における調達数量、品目、調達先、輸送方法並びにその他必要事項等及び応急給水資機材の備蓄並びに調達計画を策定する。
（３）給水拠点の整備
町は、浄水施設に緊急備蓄用としての緊急遮断弁付き配水池等の築造や配水管路内の水を利用するための機能をもった拠点の整備計画を策定する。
（４）応急給水資器機材の備蓄
町は、(２)の応急給水資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、応急給水資機材の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。
（５）応急給水資機材の調達体制の整備
町は、応急給水資機材の備蓄並びに調達計画に基づき、当該資機材を有する他の機関と十分協議し、その協力を得ておく。
（６）耐震性貯水槽の整備
町は、近くに浄水施設や給水所等がない地域において、耐震性貯水槽の整備を行う。
（７）検水体制の整備
町は、井戸、プール、防火水槽、ため池、沈殿池、河川など比較的汚染の少ない水源について、飲用の適否を調べるため、事前及び災害時に水質検査が行える検水体制を整備する。
（８）その他（短期計画）
ア　備蓄応急資機材の更新及び見直しを行う。
イ　近くに浄水場や給水所等がない地域における井戸の整備などを推進する。
第２　防災用資機材の備蓄
１　基本事項
防災用資機材を用いて行う救助活動等は発災直後に行わなければならないため、即対応が可能な町が備蓄を行う。
（１）実施主体：原則として町が行い、県はそれを補完していくものとする。
（２）目標数量：各避難所、避難場所の収容人員の計画値を目安とする。
（３）品目：備蓄品目は、防災用や災害従事者用の資機材とし、概ね以下のとおりとする。
	備蓄品目（例）

	・救助用資機材（バール、ジャッキ、のこぎり）

・移送用具（自転車、バイク、担架、ストレッチャー）

・道路、河川、下水道などの応急復旧活動に必要な資機材

・ろ水機　・発動発電機　・投光機　・炊飯器　・テント　・ブルーシート

・避難所用資機材（看板、表示板、レイアウト図）

・携帯電話用充電器


（４）備蓄場所：防災用資機材を用いて行う救助活動は、発災直後に行わなければならないため、防災用資機材は、即確保できるよう分散配置されていることが望ましい。このため、町は、既存の備蓄場所に加え自主防災組織や行政区単位で備蓄場所を整備していく。
２　防災資機材等の備蓄計画の策定
町は各避難所、避難場所の収容人員の計画値に基づく必要量を把握の上、災害時の防災資機材等の備蓄に関する品目、数量、保管場所、輸送方法及びその他必要事項等防災資機材等の備蓄計画を策定及び更新していく。その際、自主防災組織又は行政区単位等での備蓄体制を整備する。
３　防災資機材等の備蓄
町は、防災資機材等の備蓄計画に基づき、災害時の応急活動用の防災資機材等の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。
４　その他（短期計画）
（１）町は備蓄防災資機材の更新及び見直しを行う。その際、避難行動要支援者用の移送器具等の備蓄を積極的に進める。
（２）町は自主防災組織に対する防災資機材整備の助成を行う。
第３　医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達体制の整備
１　基本事項
（１）実施主体：原則として町が行い、県はそれを補完していくものとする。
（２）利用対象者：災害時の医療及び助産救護活動を行う町及び町が要請した機関とする。
（３）品目及び目標数量：品目は、大きくは緊急医療品等医療セットと軽治療用医薬品とに分類される。必要となる品目及び備蓄量は、地震被害想定結果に基づく人的被害の数量を目安として整備する。
（４）備蓄場所：役場本庁舎
２　医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達計画の策定
町は、地震被害想定結果に基づく人的被害の数量及び現状での医療関連機関におけるストックの状況等を把握し、災害時の医療及び助産活動のための医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達計画を策定及び更新していく。
３　医療救護資機材、医薬品の備蓄
（１）町は、２の医療救護資機材、医薬品の備蓄並びに調達計画に基づき、災害時の医療及び助産活動のための医療救護資機材、医薬品の備蓄、更新及びメンテナンスを行う。
（２）災害時の医薬品等備蓄施設における、医薬品等資材の品質の安全確保について管理責任体制を明確にするよう、自主対策の推進を図る。
４　医療救護資機材、医薬品の調達体制の整備
町は、２の医療救護資器材、医薬品の備蓄並びに調達計画に基づき、災害時の医療及び助産活動のための医療救護資機材、医薬品の調達に関し、医薬品卸売業者等との「ランニング備蓄委託」契約を行うとともに、県、近隣市町村及び関係業者と十分に協議し、調達体制の整備を行う。
５　その他（短期計画）
大規模災害に迅速かつ十分対応できるよう医薬品等の備蓄場所を拡充するとともに、品目や数量の充実を図る。
第４　緊急輸送体制の整備
　　震災時の応急対策活動を効率的に行うため、輸送手段の的確な確保など人員や物資を円滑に輸送するための体制を整備する。

　１　輸送施設・拠点の確保
　　町は、多重化や代替性を考慮しつつ、災害発生時の緊急輸送活動に必要な輸送施設（道路、臨時ヘリポート等）及び輸送拠点、集積拠点をあらかじめ確保するよう努める。

　２　輸送手段の確保

　　町は、車両等が不足する場合に備えて、車両等の調達や輸送機関との連携体制を整備するとともに、物資・人員の輸送のための車両等の調達先及び予定数を明確にしておく。

　３　町有車両の事前対策

　　災害時における町有車両の配車体制を検討するとともに、緊急通行車両等として使用を予定している車両については、事前届出を行う。
第９節　医療体制等の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・医療機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害発生時には、広域あるいは局地的に、救助や医療救護を必要とする多数の傷病者が発生することが予想され、これら医療救護需要に対し迅速かつ的確に対応していかなければならないため、平常時より初期医療体制、後方医療機関及び広域的な医療応援体制について整備を図るとともに、現地の自主防災組織等による自主救護活動が積極的に行える体制整備を推進する。
また、災害発生直後は、119番回線の不通又は輻輳や交通混雑などによる救急車両の走行障害等の状況が考えられるため、こうした事態を想定した救急医療体制の充実を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　初期医療体制の整備
１　全体計画

（１）初期医療体制の整備
町は、医師会、医療生活協同組合、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、各地域の医療機関等及び地域の自主防災組織と協議し、事前に以下の項目について計画を定める。
ア　救護所の設置
イ　救護班の編成
ウ　救護班の出動
エ　自主防災組織等による自主救護体制の整備
オ　備蓄医薬品の種類及び数量の確保
（２）自主防災組織等による自主救護体制の整備
町は、災害時の初期医療をより円滑に執り行うために、地域の自主防災組織等が、救護所などにおいて軽微な負傷者に対し応急救護活動を行う等、救護班の活動を支援するための計画を定める。
２　短期計画
（１）救急医療機関の災害時の対応力の強化
救護班の応急処置に引き続く初期治療を実施する救急医療機関等では、ライフライン途絶状況下での医療活動を想定した対応計画の策定を推進する。
（２）自主防災組織等の応急救護能力の強化
町は、自主的な救護活動が実施できるよう、止血、人工呼吸等の応急救護訓練を通じて応急救護能力が強化されるよう指導していく。
（３）医薬品等の備蓄体制の強化
災害発生直後に、救護班の派遣等、早急に医療体制を編成するため、本部に医療用資機材、医薬品を備蓄する。
（４）保健所、埼玉ＤＭＡＴ等への要請手続きの周知
町は、保健所や埼玉ＤＭＡＴ、医師会等の医療機関に、災害の発生により要請の必要性が生じた場合に備え、連絡先や要請手順等をあらかじめ確認し、職員への周知を図る。

第２　広域的医療協力体制の確立

　　災害時、多くの負傷者が広域に発生した場合、医師、歯科医師の不足及び医薬品や医療資機材の不足等の問題が生じる可能性がある。これら広域かつ多量の医療救護需要を賄うため、県内他市町村又は県外からの応援活動について、広域的医療協力を得るための調整及び整備の確立に努める。

第３　埋・火葬のための資材、火葬場の確保

　１　遺体収容所の選定

町は、死者への尊厳や遺族感情に配慮するとともに、効率的な検視・検案・死体調査・身元確認の実施に資する条件を備えた施設を選定し、事前に遺体収容所として指定するとともに、他市町村からの要請等による受入れや、収容数を超えた場合に対応するための二次的安置所について検討する。
　２　埋・火葬のための資材、火葬場の確保
町は、震災時に柩、ドライアイス、遺体袋等の埋・火葬資材が不足する場合、あるいは火葬場の処理能力を越える遺体処理の必要が生じた場合に備えて、あらかじめ関係業者あるいは他の市町村との協定を締結する等の事前対策を進める。
第10節　水害予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【建設課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
山腹崩壊・土砂流出等による山地災害、河川・ため池溢水等による洪水災害等を未然に防止するため、治水防災体制などの整備・充実を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　水害予防（治山）
１　災害に強い安全な地域づくり
豪雨等の自然現象による山地災害を防止し、またこれによる被害を最小限にとどめるため、山地災害の発生の危険性が高い集落、重要なライフラインに近接する地域等に対して、きめ細かな治山対策を推進し、地域の安全性の向上を図る。
２　水源地域の機能強化
良質な水資源の安定的な供給と地域の保全に資するため、重要な水源地域における森林について、水源かん養機能や、土砂流出防止機能の向上を図ることにより、「緑のダム」として良好な森林水環境を形成する。
３　豊かな環境づくり
安全で良好な生活環境の保全・形成を図るため、防災機能の発揮に併せて、地域の景観や生物の生息環境に配慮し、地域の憩いの場となる森林の整備等を推進する。
　４　住民の安全確保
　　　山地災害危険地区に居住する住民の安全を確保するため、災害危険個所等を示したハザードマップ等を配布するとともに、あらかじめ予報・警報、避難勧告・避難指示等を迅速かつ的確に伝達できる体制を整備する。

第２　水害予防（河川）
１　治水防災体制の整備
　町の中央を南北に荒川が流れ、東西から三沢川と日野沢川が合流しており、過去に洪水被害に見舞われたが、ダムの建設や河川の改修により氾濫の危険性はかなり減少している。しかしながら、荒川上流域では、近年、県内観測史上最高を記録する降雨があるなど、大きな降雨が発生しており、今後も河川改修の促進や、土砂浚渫、支障樹木の伐採など適正な維持管理の促進を施設管理者に働きかけていく。
また、出水の早期予知や災害時の状況把握に必要な正確な情報を収集し、住民へ迅速に連絡ができるよう、町内に設置されている雨量観測所からの情報収集体制の確立、また関係団体との連絡体制の確立を図り、洪水などの災害から町土を守り、住民が安心して生活できるよう、治水防災体制の整備を推進する。
　２　住民の安全確保

浸水想定区域の指定があったときは、河川の氾濫により想定される浸水区域や避難場所の位置、緊急連絡先や情報連絡経路など、災害時に避難する住民にとって必要な情報をわかりやすくまとめた「洪水ハザードマップ」を作成・配布するなど、住民への周知・徹底を図る。

第３　水害予防（ため池）
１　ため池危険地区の調査及び結果の周知
　　　町は、過去に実施した「ため池一斉点検」の結果を踏まえ、ため池台帳を作成・更新するとともに、ため池の氾濫により想定される浸水区域や避難場所の位置、緊急連絡先や情報連絡経路など、災害時に避難する住民にとって必要な情報をわかりやすくまとめた「ため池ハザードマップ」を作成・配布するなど、住民への周知・徹底を図る。
　２　ため池事業の推進
　　　１の調査結果に基づき、ため池の整備及び維持管理事業を推進する。
第４　水害予防（内水）
近年、短時間で局所的に降る集中豪雨等の発生により、全国各地において浸水被害が頻発しており、このような水害から住民の生命や財産を守るとともに、都市機能を確保するため、以下の内水対策を推進する。
　１　下水道等の整備推進
雨水の排除による浸水の防除を図るため、下水道の雨水管渠や雨水貯留施設の整備推進を図る。
２　内水ハザードマップの作成
内水被害の軽減を図るため、大雨による浸水（内水氾濫）の被害が想定される区域や避難場所等に関する情報を示した「内水ハザードマップ」を作成する。

第11節　土砂災害予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地すべり、土石流、急傾斜地崩壊、山地災害といった、住民の生命、身体、財産等に被害が生じるおそれのある土砂災害に対し、県と連携し、あらかじめ危険箇所を指定するなどの予防対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　地すべり危険箇所の予防対策
昭和33年３月地すべり等防止法に基づく地すべり対策事業の推進を県に要請するとともに、住民に対して危険箇所の周知に努める。
第２　土石流危険渓流の予防対策
町内には、土石流の発生するおそれの高い渓流や保全対象となる人家が多く、その中には保育所、高齢者福祉施設などの要配慮者関連施設や集落の避難所等も存在する。
こうした公共施設等の存する渓流について、砂防ダム・堰堤等の整備推進を県に要請するとともに、住民に対し、土石流危険渓流に関する資料を提供するなど、土石流危険渓流の周知に努める。
第３　急傾斜地崩壊危険箇所の予防対策
町内には、多くの急傾斜地崩壊危険箇所があり、法指定を受けていないものも多く、引き続き、県に対し法指定及び対策工事の整備・推進を要請するとともに、住民に対し、急傾斜地崩壊危険箇所に関する資料を提供するなど、急傾斜地崩壊危険個所の周知に努める。
第４　山地災害危険地区の予防対策
山地災害に対して、県は国の森林整備保全事業計画に基づき、荒廃山地や山地災害危険地区を対象に災害に強い安全な地域づくりを目指した治山事業の推進を図っており、引き続き、県に対し治山事業の推進を要請するとともに、住民に対し、山地災害危険地区に関する資料を提供するなど、山地災害危険地区の周知に努める。
第５　警戒避難体制の確立
　１　警戒避難体制の整備
町は、土砂災害危険箇所について、下記の警戒避難体制の整備に努める。

（１）土砂災害危険箇所の周知、情報の提供

（２）その他警戒避難体制のために必要な事項

２　土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整備

本町では、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域が指定されているため、町防災会議は、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」等を活用し、当該区域ごとに以下の警戒避難体制について別途定める。

（１）土砂災害発生時の情報収集及び伝達に関する事項
（２）土砂災害警戒情報の活用及び伝達に関する事項
（３）避難場所及び避難経路に関する事項

（４）土砂災害に係る避難訓練に関する事項
（５）避難、救助その他土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項

　３　避難勧告等発令単位等の設定

町は、避難勧告等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよう、あらかじめ土砂災害警戒区域等を避難勧告等の発令単位として設定したうえで、土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報等を用いて発令範囲を設定する。

設定した発令範囲は、必要に応じて適宜見直しを行いながら実行性のあるものとして運用していくものとする。

　４　住民への周知等

（１）情報伝達方法等の周知

町は、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等のおそれがある場合の避難場所及び避難経路に関する事項、その他警戒区域における円滑な警戒避難が行われるために必要な事項について住民への周知を図る。

（２）緊急時の避難誘導方法に関する周知

町は、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置として、指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等が判断する場合を考慮し、日頃から住民に対して、近隣の緊急的な避難場所への移動又は屋内待避等を行うべきことに関する周知を図る。

（３）指定緊急避難場所に関する周知

　　　　町は、指定緊急避難場所が災害種別に応じて指定がなされていること及び避難の際には発生する恐れのある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきであることについて、住民への周知を図る。
第12節　竜巻・突風等予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
突発的に発生し、局地的に甚大な被害をもたらす竜巻や突風等について、住民への注意喚起を行うとともに、生活に与える影響を最小限にするための対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　竜巻の発生、対処に関する知識の普及
町は、竜巻の発生メカニズムや対処方法について、職員への研修や住民への普及啓発活動を推進する。
第２　竜巻注意情報等気象情報の普及

　　町は、県及び熊谷地方気象台と協力し、竜巻関係の気象情報の種類や利用方法について住民への普及啓発活動を推進する。

　〔参考：竜巻注意情報の概要〕

・　竜巻注意情報は、積乱雲の下で発生する竜巻等突風が発生しやすい気象状況になったと判断された場合に、都道府県単位を対象に発表される。
・　竜巻注意情報発表があった場合は、大気が不安定で、竜巻発生の可能性は平常時に比べ約200倍となっている。
・　情報の有効期間は１時間であるが、注意すべき状況が続く場合には、竜巻注意情報を再度発表される。
■　竜巻注意情報の発表例

・　適中率は４％程度、捕捉率は20～30％程度。発表段階で竜巻の規模は不明、竜巻発生の後に発表となることもあり、予測精度は低い。

〔参考：竜巻発生確度ナウキャストの概要〕
竜巻発生確度ナウキャストは、竜巻等突風の発生する可能性の高い地域の範囲及び今後の予測について竜巻注意情報より詳細に示す情報である。
「竜巻などの激しい突風が今にも発生する（又は発生している）可能性の程度」を推定し、適中率と捕捉率の違いから、次の二つの発生確度で、10km 格子単位で10 分毎に60 分先までの予測を行う。

　　・　発生確度２：竜巻などの激しい突風が発生する可能性があり注意が必要である。
 　　　　　　　　 （適中率５～10％、捕捉率20～30％）

　　・　発生確度１：竜巻などの激しい突風が発生する可能性がある。
（適中率１～５％、捕捉率60～70％）
10 分ごとに更新して提供しており、発生確度１に満たない地域は、発生確度は表示されない。
発生確度２は、発生確度１に比べて予測の適中率が高い反面、捕捉率が低いため、予測できない事例が多くなる。逆に、発生確度１は捕捉率が高く、見逃す事例が少ない反面、予測の適中率は低くなる。
■　竜巻発生確度ナウキャストについて





第３　被害予防対策
　　町は、重要施設や学校、公共交通機関等において、飛来物による施設の損傷やガラス破損に対する対策及び耐風対策を推進するとともに、低コスト耐気候性ハウス等の導入など、農業被害の軽減を検討する。
第４　竜巻等突風対処体制の確立
町は、竜巻の発生メカニズムや竜巻注意情報等の予測精度、竜巻の特徴を踏まえ、発表時及び竜巻発生時の対処や連絡方法等について、防災関係機関と事前に調整しておくものとする。
第５　情報収集・伝達体制の整備
１　住民への伝達体制
町は、ちちぶ安心・安全メール等に竜巻注意情報を加え、住民への登録を促すとともに、防災行政無線、緊急速報メールなど住民への多様な伝達手段の中から、有効で時宜を逸しない伝達方法を検討する。
２　目撃情報の活用
町及び県や防災関係機関の職員から、竜巻等突風の目撃情報を組織的に収集し、即時性の高い警戒情報の発信に生かすなど、竜巻等突風の迅速な捕捉を検討する。
第６　適切な対処法の普及
町は、ホームページや広報紙等を活用し、竜巻等突風から身の安全を守るための対処法をわかりやすく掲示するなど、人的被害を最小限に食い止めるための啓発活動を推進する。
	竜巻から命を守るための対処方法（例）

	・頑丈な建物への避難　　　　　　　　　・窓ガラスから離れる
・壁に囲まれたトイレなどに逃げ込む　　・避難時は飛来物に注意する


■　具体的な対応例（竜巻等突風対策局長級会議報告（Ｈ24 年８月15 日））
	状況の時系列変化
	対処行動例

	竜巻注意情報発表時
	・空の変化(積乱雲が近づく兆し)に注意する。
・竜巻発生確度ナウキャストや気象レーダー画像にアク

セスできる場合であれば、自分が今いる場所の状況に

ついてこまめ(５～10分程度)に確認する。

・安全確保に時間を要する場合（人が大勢集まる野外行事、テントの使用や子供・高齢者を含む野外活動、高所・クレーン・足場等の作業）は万一に備え、早めの避難開始を心がける。

	積乱雲が近づく兆しを察知した時

（積乱雲が近づく兆し）
空が急に暗くなる、雷が鳴る、大粒の雨やひょうが降り出す、冷たい風が吹き出す等
	・野外の場合、頑丈な建物など安全な場所に移動する。
・屋内の場合、雨戸や窓、カーテンなどを閉める。

	竜巻の接近を認知した時

（竜巻接近時の特徴）
①雲の底から地上に伸びるろうと状の雲が見られる
②飛散物が筒状に舞い上がる
③竜巻が間近に迫った特徴
（ゴーというジェット機のようなごう音）
④耳に異常を感じるほどの気圧の変化等）を認知したと　　　

き
なお、夜間で雲の様子がわからないとき、屋内で外が見えないときは③及び④の特徴により認知する。
	竜巻を見続けることなく、直ちに以下の行動をとる。

（屋内）
・窓から離れる。
・窓の無い部屋等へ移動する。
・部屋の隅・ドア・外壁から離れる。
・地下室か最下階へ移動する。
・頑丈な机の下に入り、両腕で頭と首を守る。

（屋外）
・近くの頑丈な建物に移動する。
・頑丈な建物がなければ、飛散物から身を守れるような物陰に身を隠し、頭を抱えてうずくまる。
・強い竜巻の場合は、自動車も飛ばされるおそれがあるので、自動車の中でも頭を抱えてうずくまる。


第13節　雪害予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課・産業観光課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大量の降雪により発生する各種雪害（積雪災害（交通途絶、孤立集落）、雪圧災害（構造物破壊、農作物損耗）、雪崩災害、着雪・着氷災害（架線切断）、吹雪災害（列車・登山事故））が、住民生活等に与える影響を最小限に抑え、住民の日常生活の安定と産業経済の停滞の防止を図るために必要な対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　大雪災害の特徴〔平成26年２月の大雪の状況〕

２月13日21時に南西諸島で低気圧が発生した。次第に発達しながら本州の南海上を北東に進み、15日明け方から昼頃にかけて関東地方沿岸に接近した後、関東の東を北東に進んだ。

また、関東地方の上空約1,500メートル付近は－６℃以下の寒気に覆われていた。
この低気圧と上空の寒気の影響により、14日早朝から雪が降り続き、埼玉県では１週間前（２月８日から９日）に引き続き大雪となり、最深積雪は熊谷で62cm、秩父で98cm となった。これは、熊谷地方気象台が降雪の深さの観測を開始した明治29年以降の最深積雪である。

　－積雪の深さの推移－

　（１）熊谷〔２月14日00時から２月15日24時にかけての毎時積雪深（cm）〕

　（２）秩父〔２月14日00時から２月15日24時にかけての毎時積雪深（cm）〕

第２　自助・公助による雪害対策
大雪災害では、行政機関は切迫性の高い緊急事態（なだれ事故や立ち往生車両に伴う人命救助等）から優先的に対応することとなる。
また、除雪の進捗や融雪により深刻な被害を免れることもあるため、住民自らが一定期間を耐えるための備蓄や家屋等の耐雪化を進めるとともに、除雪や自家用車運転時に二次災害を生まない行動をすることが重要である。
そこで、自分の身は自分で守るという自助の観点から、住民は、家屋等（カーポート、ビニールハウス等）の耐雪化、食料や飲料水等の備蓄、燃料の備蓄、除雪作業用品の準備・点検など自ら雪害に備えるための対策を講ずるとともに、町が実施する防災活動に積極的に協力する。
第３　情報通信体制の充実強化
町は、降雪・積雪に係る気象情報等を収集し、関係機関及び住民に伝達する体制を整備するとともに、気象情報の取得方法や活用方法について、あらかじめ住民への周知に努める。

第４　防災用資機材の確保
　　町は、救助活動等を実施するため必要となる防災資機材等を計画的に整備・充実するとともに、他の防災関係機関との連携を強化し、応急活動における相互協力の向上に努める。

	雪害に対応する防災用資機材（例）

	・スノーシュー　　・かんじき　　・ストック　　・そり　　・スコップ　　
・長靴　　　　　　・防寒具　  　・防寒用具　　・ポリタンク　　　　　など


第５　避難所の確保
　　町は、人口、地形及びなだれ等の危険性、施設の耐雪性等を考慮し、避難所をあらかじめ確保するよう努める。

第６　孤立予防対策
　１　孤立集落が必要とする支援の想定
町は、必要に応じて関係団体等と協議を行い、孤立集落が必要とする支援（種類、要請手段、調達方法等）内容について、あらかじめ想定しておく。

　２　孤立のおそれがある地区の状況把握

　　　町は、過去の土砂災害・なだれ等の発生履歴等を参考に、大雪で孤立しやすい地区を選定し、あらかじめ地区の世帯数や連絡者（行政区長等）を把握しておく。

	孤立のおそれがある地区（平成26年２月の大雪災害時を参考）

	・集落につながる道路等において迂回路がない地区。

・集落につながる道路において、倒木、落石、土砂崩れ及びなだれの発生が予測され道路危険個所が多数存在し、交通の途絶の可能性が高い地区。

・地すべり等土砂災害危険個所が孤立化のおそれがある集落に通じる道路に隣接して存在し、交通途絶の可能性が高い地区。

・架線の断絶等によって、通信手段が途絶する可能性が高い地区。




３　救援体制の整備
(１)　通信手段の事前準備

　　　　町は、孤立するおそれのある地区の学校や駐在所等の公共機関及び防災関係機関等に対して、それらの持つ連絡手段を事前に確認するとともに、災害時における活用について調整するよう努める。

　(２)　通信手段の多重化

　　　　町は、孤立するおそれのある地区に対して、一般加入電話を災害時優先電話として指定するよう要請するとともに、衛星固定電話及び衛星携帯電話の配置を検討する。

　(３)　物資輸送手段の確保

　　　　町は、孤立するおそれのある地区内において、あらかじめ救助や物資輸送の際に必要となるヘリコプター離着陸のための適地について検討する。
　４　地域コミュニティによる支援機能の強化

地域が孤立した場合であっても地区内の住民による共助の取り組みが重要であることから、町は、地域コミュニティの支援機能の強化に取り組むこととする。

　５　食料備蓄の奨励
町は、孤立するおそれのある地区に対して、最低７日間は外部からの補給がない場合でも自活できるように、飲料水や食料の備蓄について周知を図る。

第７　建築物の雪害予防対策
町は、役場や学校、防災活動拠点施設、駅等の不特定多数の者が利用する施設、社会福祉施設や医療施設など要配慮者に関わる施設等について、雪害に対する安全性の確保に配慮する。
第８　道路交通対策
町及び関係機関は、道路交通を確保するため、除雪体制を整備するとともに、雪害に対する安全性の確保に努める。
１　町道等の除雪の優先順位
(１)　緊急輸送道路、特に重要な基幹道路及び医療機関、ヘリポートへのアクセス道路、公共機関の拠点箇所
(２)　集落の主要な生活道路
(３)　雪捨て場へのアクセス道路
(４)　凍結による交通危険箇所
２　町の除雪体制
(１)　建設課長は、地域の実情に鑑み、必要があると判断されたときは、建設業者へ町道及び林道の除雪を要請し、あらかじめ定められた町道及び林道の除雪にあたらせる。
(２)　建設課長は、特に重要な通学歩道等の安全及び交通確保のため必要な場合は、総務課長に職員の動員を要請する。
(３)　町は、幹線以外の道路の除雪については、あらかじめ区長会、自主防災組織等の団体を通じ、住民による除雪体制づくりを啓発する。
３　雪捨て場
道路を除雪した雪が交通に支障がある場合、随時指定した箇所を雪捨て場とする。
４　凍結等危険箇所の把握
町は、凍結等のため特に危険な箇所はないか、道路パトロールを実施しその把握に努め道路交通の安全を期す。

５　関係機関の連携強化

降雪・積雪情報や除雪情報を共有するため、町は、県及び国等との連絡体制をあらかじめ整備する。
第９　鉄道輸送の確保
鉄道輸送等を確保するため、鉄道事業者等は、融雪用機材の保守点検、降雪状況に応じた除雪及び凍結防止のための列車の運転計画及び要員の確保等について充実を図る。

第10　ライフライン施設雪害予防
ライフライン施設の管理者は、降積雪期におけるライフライン機能の継続を確保するために必要な防災体制の整備と施設の耐雪化・凍結防止についての計画的な整備を図るとともに、大雪による被害の状況、応急対策の実施状況を迅速かつ的確に収集し、利用者、関係機関等に対し迅速かつ的確に情報提供できるよう、連携体制の強化を図る。

第11　倒木対策
　　平成26年２月の大雪災害時では、倒木により道路の除雪が進まず、通行が遮断されるケースが多く発生した。

町は、こうした教訓を踏まえ、大雪災害時の早期通行の確保と、倒木による架線の断絶を防止するため、防護柵を設置するなどの倒木対策を推進する。

第12　農林業に係る雪害予防

　　町は、雪害による農産物等の被害を未然に防止し、又は被害を最小限にするため、農業団体等と連携を密にし、施設耐雪化の促進を図るとともに、被害防止に関する指導を行う。
第14節　集落孤立予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大規模災害等が発生した場合の集落の孤立化を防止するとともに、たとえ孤立した場合であっても、孤立地域内の住民生活等に与える影響を最小限に抑えるために必要な対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２編・第１章・第13節・第５「孤立予防対策」を準用する。
第15節　避難行動要支援者安全確保計画　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・健康福祉課・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
近年の災害をみると、高齢者、乳幼児、傷病者及び障害者など災害対応能力の弱い者並びに言葉や文化の違いから特別の配慮を要する外国人、旅行者などが災害の発生時において被害を受けることが多くなっている。
こうした状況に的確に対応していくため、内閣府が策定した「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」を参考に、避難行動要支援者等の支援対策をより一層推進する。
なお、避難行動要支援者等の安全確保及び支援対策は、地域住民との協力が必要不可欠であることから、行政と地域の住民が協力し、一体となって取り組んでいくこととする。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　避難行動要支援者対策の推進
町は、「避難行動要支援者支援プラン」を策定し、避難行動要支援者の支援対策を推進する。

第２　避難行動要支援者の情報把握
福祉部局や防災部局をはじめとする関係部局及び民生委員、児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア団体、行政区、自主防災組織等が連携し、避難行動要支援者の情報把握・集約に努める。

第３　避難行動要支援者名簿の作成
要配慮者のうち、要支援者の要件を満たす対象を把握するため、町の各部局から収集した情報と民生委員、児童委員及び県をはじめとする関係機関から収集した情報を集約し、その情報のうち災害発生時等に特に避難支援を要するものとしての「避難行動要支援者」を把握し、避難支援等を推進するための避難行動要支援者名簿を作成する。

１　避難行動要支援者名簿の対象者

避難行動要支援者名簿の対象は、生活の基盤が本町内の自宅にあり、以下に規定する者のうち、支援を必要とする人とする。
（１）介護保険における要介護認定３～５を受けている人

（２）身体障害者手帳「１級」・「２級」を所持する人（内部疾患を除く）

（３）療育手帳「Ⓐ」を所持する知的障害者

（４）その他、町長が、避難するうえで何らかの支援が必要と認めた人

２　避難行動要支援者名簿の記載事項

避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。

(１)　氏名

(２)　生年月日

(３)　性別

(４)　住所又は居所

(５)　電話番号その他の連絡先

(６)　避難支援等を必要とする理由

(７)　その他避難支援等の実施に関し、町長が必要と認める事項

第４　避難行動要支援者名簿の提供
町長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難行動要支援者本人の同意を得たうえで、以下の避難支援等関係者に対して名簿情報を提供する。

１　秩父消防本部長

　２　秩父警察署長

　３　（社福）皆野町社会福祉協議会会長
　４　名簿登録者それぞれが居住する地域の社会福祉施設経営者

　５　名簿登録者それぞれが居住する地域の民生委員、児童委員

　６　名簿登録者それぞれが居住する地域の自主防災組織会長

　７　その他、避難支援等の実施に携わる関係者であって、町長が認めた者
第５　避難行動要支援者名簿の管理・更新等
１　避難行動要支援者名簿の管理
町（防災担当、福祉担当、保健衛生担当）及び避難支援等関係者は、個人情報保護条例及び災対法第49条の13に定める秘密保持義務に基づき、避難行動要支援者名簿を厳重に管理することとする。
２　避難行動要支援者名簿の更新
町（福祉担当）は、地域における避難行動要支援者の居住状況や避難支援を必要とする事由を適切に反映したものとなるよう、避難行動要支援者名簿の定期的な更新を行い、避難支援等関係者に提供する。
３　避難行動要支援者名簿の取扱いに関する指導
町（防災担当）は、避難行動要支援者名簿の情報漏えいを防止するため、町（福祉担当、保健衛生担当）及び避難支援等関係者に対して定期的な研修会を実施するなど、名簿の取扱いに関する指導を徹底する。

第６　個別計画の策定

　　町（福祉担当）は、災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、名簿情報に基づき、避難行動要支援者と具体的な打合せを行いながら、個別計画を策定する。

第７　避難支援等関係者の安全確保
町は、避難支援等関係者に対して、自らの安全確保の重要性に関する周知を行うとともに、避難行動要支援者に対して、避難支援等関係者の安全確保に対する理解が得られるよう周知に努める。
第８　避難行動要支援者を含む要配慮者全般の安全確保
１　在宅の要配慮者の把握と情報の共有
町は、在宅の避難行動要支援者の「名簿」あるいは「要配慮者マップ」等を作成し、在宅の避難行動要支援者及び要配慮者の所在、緊急連絡先等を把握しておく。
２　緊急通報システムの整備
町は、災害時における的確かつ迅速な救助活動を行うため、要配慮者に対する緊急通報装置の給付の促進など、緊急通報システムの整備に努める。
３　防災基盤の整備
町は、路面の平坦性や有効幅員を確保した避難路の整備、車いす使用者にも支障のない出入口のある避難所、避難場所の整備、明るく大きめの文字を用いた防災標識の設置等要配慮者を考慮した防災基盤整備を促進する。
また、町その他の公共機関は要配慮者の避難誘導を想定した避難誘導計画の策定や施設整備を行うものとする。さらに、集客施設の管理者に対して、施設の避難誘導計画の策定や必要な施設整備を行うよう促す。
４　要配慮者に配慮した避難所運営体制等の整備
町は、聴覚障害者や高齢者等への災害情報の伝達を効果的に行うための文字放送テレビやの設置、要配慮者を考慮した生活救援物資の備蓄及び調達先の確保や福祉避難所の設置など、要配慮者に対して避難所での良好な生活環境が提供できるよう避難所の運営計画を策定する。
５　ヘルプカード（防災カード）の普及
町は、要配慮者への効果的な救援・援護を行うため、要配慮者が必要としている援助の内容がわかるヘルプカード（防災カード）の作成及び配布を行い、ヘルプカード（防災カード）の普及に努める。
６　防災教育及び訓練の実施
町は、災害に関する基礎的知識の普及・啓発のために、広報紙、パンフレット、チラシ等の配布を行う。
また、地域における防災訓練への参加を呼びかけ、実地訓練を体験させるとともに、住民に対しても要配慮者の救助・救援に関する訓練を実施する。
７　地域との連携
(１)　役割分担の明確化
町は、町内をブロック化し、避難所や病院、社会福祉施設、ホームヘルパー等の社会資源を明らかにするとともに、その役割分担を明確にし、平時から連携体制を確立しておく。
(２)　社会福祉施設との連携
町は、災害時に介護等が必要な被災者を速やかに施設入所できるよう、平時から社会福祉施設等との連携を図っておく。
また、災害時には、被災者に対する給食サービスや介護相談など施設の有する機能の活用も図っていく。
(３)　見守りネットワーク等の活用
町は、高齢者、障害者等に対する近隣住民、民生委員・児童委員及びボランティアによる安否の確認などの見守りネットワーク等を活用し、災害時におけるきめ細かな支援体制を確立しておく。
８　相談体制の確立
町は、災害時、被災者からの相談（金銭、仕事、住宅、福祉、医療、保険、教育等）に的確に対応できるよう平時から支援体制を整備しておく。
また、被災により精神的なダメージを受けた被災者に対してメンタルケア等が実施できるよう、医師、看護師、保健師、教育関係者、福祉関係者、ソーシャルワーカー等の専門職員を確保しておく。
９　職員等への周知

　　　町（防災担当、福祉担当、保健衛生担当）及び避難支援等関係者は、災害発生時又は災害が発生するおそれがある場合の職員等の迅速な初期対応を図るため、平時より発災時等の初動体制や指揮命令系統等に関する周知を図るものとする。
第９　社会福祉施設入所者等の安全確保
１　災害対策を網羅した計画
施設管理者は、消防法に基づく「消防計画」にとどまらず、大規模な災害の発生も想定した「防災計画」及び緊急時の職員の初期対応や指揮命令系統を定めたマニュアルを策定し、職員及び入所者への周知徹底を図るものとし、必要に応じ、秩父消防本部はこれを支援するものとする。
２　緊急連絡体制の整備
(１)　職員参集のための連絡体制の整備
施設管理者は、災害発生時に迅速に対応するため、緊急連絡網等を整備して職員を確保するものとする。
(２)　安否情報の家族への連絡体制の整備
施設管理者は、災害時に、入所者の安否を確認し、職員及び入所者の家族と迅速に連絡がとれるよう緊急連絡網を整備する等緊急連絡体制を確立するものとする。
３　避難誘導体制の整備
施設管理者は、災害時における避難誘導のため、非常口等避難路を確保し、入所者の所定の避難所への誘導や移送のための体制を整備するものとする。
４　施設間の相互支援システムの確立
町は、災害時に施設の建物が崩壊、浸水その他の理由により使用できない場合は、入所者を他の施設に一時的に避難させたり、職員が応援するなど地域内の施設が相互に支援できるシステムを確立する。施設等管理者は、これに伴い他施設からの避難者の受入体制の整備を行うとともに、県内又は近隣都県における同種の施設やホテル等の民間施設等と施設利用者の受入れに関する災害協定を締結するよう努める。
５　被災した在宅の要配慮者の受入体制の整備
施設管理者は、災害時、通常の避難所では生活が困難な在宅の寝たきり老人等の要配慮者を受け入れるための体制を整備することに努めるものとする。
６　食料、防災資機材等の備蓄
入所施設の管理者は、以下に示す物資等を備蓄しておくものとし、町はこれを指導する。
(１)　非常用食料（老人食等の特別食を含む。）（３日分以上）
(２)　飲料水（３日分以上）
(３)　常備薬（３日分以上）
(４)　介護用品（おむつ、尿とりパッド等）（３日分以上）
(５)　照明器具
(６)　熱源
(７)　移送用具（担架・ストレッチャー等）
７　防災教育及び訓練の実施
施設管理者は、施設職員及び入所者に対し、防災に関する普及・啓発を定期的に実施するとともに、各施設が策定した「防災計画」について周知徹底し、消防（分）署や地域住民等との合同防災訓練、夜間や職員が少なくなる時間帯などの悪条件を考慮した防災訓練を定期的に実施するものとし、町はこれを促進する。
８　地域との連携
施設管理者は、災害時の入所者の避難誘導又は職員が被災した場合の施設の運営及び入所者の生活の安定について協力が得られるよう、平時から、近隣の行政区やボランティア団体及び近くの高校等との連携を図っておくものとする。
また、災害時の防災ボランティアの派遣要請等の手続きが円滑に行えるよう、町との連携を図っておくものとする。
第10　外国人安全確保
１　外国人の所在の把握
町は、災害時における外国人の安否確認等を迅速に行い、円滑な支援ができるように、平時から外国人登録の推進を図り、外国人の人数や所在の把握に努める。
２　防災基盤の整備
町は、避難所や避難道路の表示等災害に関する案内板について、外国語の併記表示を進め、外国人にも分かりやすい案内板の設置に努める。
また、町は案内板のデザインの統一化の推進を図る。
３　防災知識の普及・啓発
町は、日本語を理解できない外国人に対して外国語による防災に関するパンフレットを作成し、外国人との交流会や外国人雇用事業所等、様々な交流機会や受入れ機関などを通じて配布を行い、防災知識の普及・啓発に努める。
また、広報紙やガイドブック、ラジオ、インターネット通信等の広報媒体を利用して、生活情報や防災情報などの日常生活に係わる行政情報についての外国語による情報提供を行う。
４　防災訓練の実施
町は、平常時から外国人の防災への行動認識を高めるため、外国人を含めた防災訓練を積極的に実施する。
５　通訳・翻訳ボランティアの確保
町は、外国人が災害時にも円滑にコミュニケーションが図れるように外国語通訳や翻訳ボランティアなどの確保を図る。
　６　関係機関との協力体制の構築

町は、近隣自治体や関係機関等と連携し、災害時の支援・協力体制について、あらかじめ協議をしておくとともに、通訳ボランティアなどの人材情報の共有化や、人材の相互派遣が出来る体制を整備する。

また、宿泊施設事業者、集客施設管理者及び医療関係機関等とあらかじめ協議を行い、災害時の外国人（旅行者含む）の受入・支援体制の整備推進を図る。

７　情報伝達体制の整備

　　　町は、多言語による情報提供ツールの整備に努める。
第16節　帰宅困難者対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・産業観光課・教育委員会】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大規模災害等が発生した場合、本町においても最大で2,822人の帰宅困難者が発生すると想定されており、帰宅困難者が発生した場合に備えた対策の強化・充実を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　帰宅困難者対策の普及啓発
　１　住民への啓発

　　(１)　一斉帰宅の抑制
　　　　安易に移動することは二次被害を発生させる危険性があることから、帰宅困難者の一斉帰宅を抑制するため、「むやみに移動を開始しない」といった基本原則の周知徹底を図る。
　　(２)　安否確認方法

　　　　災害発生時に電話がかかりにくい場合でも、安否等が確認できる「災害用伝言ダイヤル171」や携帯電話事業者の災害用伝言版等を利用した安否等の確認方法について普及啓発を図る。

　２　企業等への要請

職場や学校などで帰宅困難となった従業員や顧客等に対し適切な対応を行えるよう、業界団体を通じて次の点を要請する。

	企業等への要請内容（例）

	・施設の安全化　　　・災害時のマニュアルの作成　　　・飲料水、食料の確保

・情報の入手手段の確保　　　・従業員等との安否確認手段の確保

・災害時の水、食料や情報の提供　　　・仮宿泊場所等の確保



第２　帰宅困難者支援体制の整備

　１　一次滞在施設の確保
　　　町及び鉄道事業者は、鉄道等が運航停止し、駅周辺に滞留者が発生した場合を想定し、帰宅が可能となるまで待機場所がない者を一時的に滞在させるための施設(公共施設、民間施設問わず)の確保に努める。

一時滞在施設には、飲料水、食料、幟旗、看板等の必要な物資を備蓄するよう努めるものとするが、備蓄を確保できない場合等も想定されることから、備蓄物資の提供方法について、あらかじめ検討しておくこととする。
　２　帰宅支援施設の充実

　　(１)　帰宅支援ステーションの普及

　　　　安全確保後に徒歩帰宅する帰宅困難者を沿道支援するため、ガソリンスタンドやコンビニエンスストア、外食店舗などを帰宅支援ステーションとする協定の締結を推進する。
　　(２)　帰宅支援道路の設定

　　　　町は、帰宅困難者の徒歩帰宅を支援するため、帰宅支援道路を設定し、沿道事業者とともに徒歩帰宅支援の推進を図る。

　３　訓練の実施
　　　町は、「むやみに移動を開始しない」という基本原則を確認する待機訓練、一定期間が経過し道路等の安全が確保された後の徒歩帰宅訓練や駅等における誘導等の混乱防止対策訓練を実施し、対策の検証を行う。

第17節　生活再建事前対策の推進　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・税務課・建設課・教育委員会】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害発生後の住民の生活再建を迅速に実施するためには、被災者の生活環境を早期に復旧させることが重要であり、被災住宅の応急対策やその他迅速な生活再建に資する対策を推進するための体制整備を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　危険度判定体制の整備
　　町は、県及び建築関係団体等と連携し、住民の安全確保を図るため、被災した建築物及び宅地等の危険度を判定するための体制を整備する。
　１　人材の育成
町は、被災建築物応急危険度判定、被災宅地危険度判定及び被災度区分判定に関する各種制度の普及啓発を行うとともに、県及び建築関係団体等が実施する講習会等への参加を呼びかけるなど、人材の育成に努める。
　２　実施体制の整備

　　　町は、被災後速やかに住家の被害状況調査を行えるよう、職員への技術的指導や各判定士等の受入れ体制を整備する。

第２　応急仮設住宅の予防対策

　１　用地選定

　　　現在、「皆野町民運動公園」を応急仮設住宅建設用地として指定しているが、被害が大規模な場合は、想定以上に応急仮設住宅が建設される場合もあるため、町は、できる限り多くの用地の確保に努める。
	建設用地の選定基準

	・飲料水が得やすい場所　　　　　　　・保健衛生上適当な場所　　
・交通の便を考慮した場所　　　　　　・住居地域と隔離していない場所　　　
・土砂災害の危険個所等に配慮した場所
・工事車両のアクセスしやすい場所　　・既存生活利便施設が近い場所

・造成工事の必要性が低い場所




　２　適地調査
　　　町は、応急仮設住宅の適地調査を行い、建設可能敷地の状況について年１回、県に対して報告する。
　３　設置事前計画

　　　町は、応急仮設住宅の設置事前計画（着工時期、入居基準、管理基準、要配慮者に対する配慮事項等を定めたもの）を作成するよう努める。
　４　建設可能戸数の事前把握

応急仮設住宅の建設戸数は、町域において想定された全焼、全壊、流出世帯数をもとに算定するとともに、応急仮設住宅の適地調査を行い、建設可能戸数を把握する。

５　資機材、人員の確保体制の整備

　　　町は、仮設住宅が速やかに建設されるよう、建設業者をはじめとする関係機関と連携し、資機材の調達体制や人員の確保体制の整備を図る。
第３　動物愛護

　　災害時において保護された動物の飼い主の特定や避難所において他の被災者とのトラブルを回避するため、平時より飼い主に対して動物の災害対策に関する普及啓発等を行う。
１　所有者明示に関する普及啓発
　　町は、県、獣医師会、動物関係団体等と連携を図り、災害時に迷子になった動物の飼い主を第三者でも特定できるようにするため、飼い主が所有者明示の措置をとることについての普及啓発活動を推進する。

　２　災害に備えたしつけに関する普及啓発
　　　通常の環境と大きく異なる避難生活は、動物にとっても大きなストレスとなる可能性があり、避難所や仮設住宅において、他の避難者とのトラブルの原因になる恐れがあることから、町は、県、獣医師会、動物関係団体等と連携を図り、飼い主に対し、動物がケージやキャリーバッグの中に入ることに慣らしておくなどの災害に備えたしつけを日頃から行うことなどについての普及啓発活動を推進する。
第４　文教対策
　１　応急教育計画の策定
　　(１)　町は、所管する学校を指導及び支援し、災害時の教育活動を確保するための応急教育計画の策定をはじめとする応急教育に関する事前対策を推進する。
　　(２)　教材用品の調達及び配給の方法については町教育委員会並びに学校において、あらかじめ計画を立てておくこととする。

　２　文化財等予防対策
　　　町教育委員会は、指定文化財等について、火災、風水害等による災害時の被害を防止するため、県、消防機関、警察署等と連携し、平常管理を強化するよう所有者、管理者等に対して指導を行う。
第５　災害発生時の廃棄物処理体制の確保
町は、災害発生時において、し尿及びごみを適正に処理し、周辺の衛生状態を保持するため、平常時からし尿及びごみ処理施設の強化等に努めるとともに、早期の復旧・復興の支障とならないよう災害廃棄物の処理体制の確保に努める。
１　し尿及びごみ処理
(１)　し尿及びごみ処理施設の整備にあたっては、あらかじめ耐震性等に配慮した施設整備に努める。
(２)　既存のし尿及びごみ処理施設についても、耐震診断を実施し、必要に応じて施設の補強等による耐震性の向上、不燃堅牢化等に努める。
(３)　町は、災害時のし尿及びごみ処理施設における人員計画、連絡体制、復旧対策等を定めた災害対応マニュアルを整備するとともに、補修等に必要な資機材や通常運転に必要な資材（燃料、薬剤等）を一定量確保するよう努める。
(４)　町は、災害時における上水道、下水道、電力等ライフラインの被害想定等を勘案し、し尿の収集処理見込み量及び仮設トイレの必要数の把握・確保に努める。

(５)　ゴミ処理施設について、町は、あらかじめ一時保管場所の候補地を検討する。また、一時保管場所の衛生状態を保持するため、殺虫剤、消臭剤等の備蓄に努める。
(６)　し尿及びごみ処理施設等が被災した場合に備え、周辺市町村等との協力体制の整備に努める。
２　災害廃棄物等処理
(１)　町は、あらかじめ災害廃棄物等の仮置場の候補地及び最終処分までの処理ルートを検討する。また、仮置場の衛生状態を保持するため、殺虫剤、消臭剤等の備蓄に努める。
(２)　町は、県と連携し、災害廃棄物からのアスベスト等の飛散による環境汚染に備えて、あらかじめモニタリング体制の整備促進に努める。
(３)　町は、周辺市町村等との協力体制の整備に努める。
第６　り災証明書発行体制の整備
町は、り災証明書が遅滞なく交付できるよう、り災証明に関する規定やマニュアルの作成など、事前の準備を行うものとする。





































































































































－発生確度２－


竜巻などの激しい突風が発生する可能性があり、注意が必要である。予測の適中率は５~10％程度、補足率は20～30％程度である。


発生確度２となっている地方（県など）に竜巻注意報が発表される。





－発生確度１－


竜巻などの激しい突風が発生する可能性がある。


発生確度１以上の地域では、予測の適中率は１～５％程度であり発生確度２に比べて低くなるが、補足率は60～70％程度であり見逃しが少ない。





・発生確度２の予測の適中度


　　発生確度２となった場合を「竜巻あり」の予測としたとき、予測回数に対して実際に竜巻が発生する割合。


・発生確度１以上の予測の適中率


　　発生確度１以上となった場合を「竜巻あり」の予測としたとき、予測回数に対して実際に竜巻が発生する割合。





自主防災組織の結成の促進　　





自主防災組織の育成・支援　　





活動のための環境整備　　　





（結成への働きかけ、支援等）





（リーダー研修の実施、防災訓練の支援等）





（資機材及び訓練用の場所等の整備等）








○○県竜巻注意情報 第１号


平成××年４月20日10時27分 △△地方気象台発表





○○県は、竜巻などの激しい突風が発生しやすい気象状況になっています。


空の様子に注意してください。雷や急な風の変化など積乱雲が近づく兆しがある場合には、頑丈な建物内に移動するなど、安全確保に努めてください。落雷、ひょう、急な強い雨にも注意してください。





この情報は、20日11時30分まで有効です。





資料：気象庁ホームページ





資料：気象庁資料をもとに作成









